
連 結 貸 借 対 照 表
2026年３月31日現在

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 百万円 （負 債 の 部） 百万円
流 動 資 産 49,240 流 動 負 債 66,696
現 金 及 び 預 金 3,932 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 10,203
受取手形、売掛金及び契約資産 9,225 短 期 借 入 金 34,017
リース債権及びリース投資資産 2,197 未 払 費 用 1,874
割 賦 未 収 金 13,962 未 払 消 費 税 等 1,025
棚 卸 資 産 13,911 未 払 法 人 税 等 1,401
前 払 費 用 1,555 賞 与 引 当 金 3,008
そ の 他 4,496 役 員 賞 与 引 当 金 521
貸 倒 引 当 金 △41 事 業 整 理 損 失 引 当 金 50

そ の 他 14,594
固 定 資 産 121,551 固 定 負 債 52,330
有 形 固 定 資 産 96,554 長 期 借 入 金 27,040
建 物 及 び 構 築 物 36,976 繰 延 税 金 負 債 3,672
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 14,772 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,203
土 地 36,407 退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,587
リ ー ス 資 産 6,792 受 入 敷 金 保 証 金 5,740
建 設 仮 勘 定 313 そ の 他 11,086
そ の 他 1,292 負 債 合 計 119,026

無 形 固 定 資 産 1,101 （純 資 産 の 部）
借 地 権 322 株 主 資 本 43,625
そ の 他 779 資 本 金 1,800

投 資 そ の 他 の 資 産 23,894 資 本 剰 余 金 638
投 資 有 価 証 券 12,990 利 益 剰 余 金 41,191
長 期 前 払 費 用 36 自 己 株 式 △4
退 職 給 付 に 係 る 資 産 3,870 そ の 他の包括利益累計額 7,446
繰 延 税 金 資 産 3,241 その他有価証券評価差額金 6,393
そ の 他 3,771 退職給付に係る調整累計額 1,052
貸 倒 引 当 金 △15 非 支 配 株 主 持 分 693

純 資 産 合 計 51,764
資 産 合 計 170,791 負 債 純 資 産 合 計 170,791



連 結 損 益 計 算 書
2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

科 目 金 額
百万円 百万円

営 業 収 益 190,225
営 業 費

運輸業等営業費及び売上原価 145,114
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 39,625 184,739

営 業 利 益 5,485
営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 389
そ の 他 の 収 益 433 823

営 業 外 費 用
支 払 利 息 915
そ の 他 の 費 用 303 1,219

経 常 利 益 5,089
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 175
補 助 金 1,815 1,990

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 151
固 定 資 産 圧 縮 損 299
減 損 損 失 176 627

税金等調整前当期純利益 6,453
法人税、住民税及び事業税 2,168
法 人 税 等 調 整 額 △397 1,770
当 期 純 利 益 4,682
非支配株主に帰属する当期純利益 89
親会社株主に帰属する当期純利益 4,593



連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

（単位:百万円)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,800 638 36,807 △4 39,241
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △209 △209
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,593 4,593

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 2 2
株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 ) -

当 期 変 動 額 合 計 - - 4,384 0 4,384
当 期 末 残 高 1,800 638 41,191 △4 43,625

その他の包括利益累計額
非支配株主持分純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 4,244 305 4,550 643 44,435
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △209
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,593

自 己 株 式 の 取 得 △1
自 己 株 式 の 処 分 2
株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 ) 2,149 746 2,895 49 2,945

当 期 変 動 額 合 計 2,149 746 2,895 49 7,329
当 期 末 残 高 6,393 1,052 7,446 693 51,764



連 結 注 記 表
Ⅰ.記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

Ⅱ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（１） 連結子会社の数 ………………………………… 24社

主要な連結子会社の名称
しずてつジャストライン株式会社 株 式 会 社 静 鉄 ス ト ア
トヨタユナイテッド静岡株式会社 静鉄プロパティマネジメント株式会社
株式会社静鉄アド・パートナーズ 静 鉄 建 設 株 式 会 社

（２） 非連結子会社の名称
有限会社石井自動車整備工場

連結の範囲から除いた理由
連結当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が僅少であり、かつ全体としても重要性が

ないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（１） 持分法を適用しない関連会社の数………………………………… ３社

持分法を適用しない関連会社の名称
株 式 会 社 駿 府 楽 市
有 限 会 社 石 井 自 動 車 整 備 工 場 株式会社ＲｅＳＵＲＵＧＡ

持分法を適用しない理由
連結当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が僅少であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外しております。



３．会計方針に関する事項
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
関連会社株式……………………………………… 移動平均法による原価法
その他有価証券
a.市場価格のない株式等以外のもの………… 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）

b.市場価格のない株式等……………………… 移動平均法による原価法
② 棚卸資産

a.販売土地建物、販売車両…………………… 個別法による原価法
b.商品・仕入材料……………………………… 主として最終仕入原価法による原価法
c.その他の貯蔵品……………………………… 主として最終仕入原価法による原価法
連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）…………… 定率法

ただし、当社の賃貸用建物、ゴルフ場施設、新静岡ターミナルビル関連施設、1998年４
月１日以降取得の建物並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

a.建物及び構築物 ２〜60年

b.機械装置及び運搬具 ２〜20年
② 無形固定資産（リース資産を除く）…………… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産…リース期間を耐用年数とし残存価

額を零とする定額法
なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、借手側では通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しておりま
す。



（３） 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金
従業員への賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上して

おります。
③ 役員賞与引当金

役員への賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。
④ 事業整理損失引当金

事業整理による損失に備えるため、発生する損失見込額を計上しております。
⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上し
ております。



（４） 重要な収益及び費用の計上基準
① 収益認識基準

主要な事業における主な履行義務の内容、及び収益を認識する通常の時点は以下のとおり
であります。
（1）交通事業

交通事業においては、鉄道・乗合バス・タクシー等での輸送サービスの提供を行って
おります。サービス提供を完了した時点、又は一定の期間にわたり履行義務の充足に応
じて収益を認識しております。

（2）流通事業
流通事業においては、スーパーマーケットや売店にて食料品等の販売を行っておりま

す。顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。
（3）自動車販売事業

自動車販売事業においては、自動車の販売や修理サービスの提供を行っております。
自動車の販売については商品及び所有権が顧客に移転した時点で、修理についてはサー
ビスの提供が完了した時点で収益を認識しております。

（4）不動産事業
不動産事業においては、分譲マンション・住宅の販売のほか、不動産の賃貸を行って

おります。販売については顧客に商品を引き渡した時点で、賃貸については一定の期間
にわたり履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

（5）レジャー・サービス事業
レジャー・サービス事業においては、ホテルの宿泊や広告サービス等の提供を行って

おります。宿泊についてはサービス提供の進捗に応じて、広告サービスについては一定
の期間にわたり履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

（6）建設事業
建設事業においては、建築・解体工事の施工サービスの提供を行っております。一定

の期間にわたり履行義務の充足に応じて収益を認識しております。
② ファイナンス・リースの計上基準

貸手側の収益及び費用の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上
する方法によっております。



（５） その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る負債または資産の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債
務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債または資産として計上しておりま
す。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異は、発生時の翌連結会計年度に全額を費用計上することとし、過去勤務

費用は、その発生時に全額を費用計上することとしております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包

括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額に平均残存勤務期間に対応する割引率及び昇給率の各係数を乗じた額を
退職給付債務とする方法または、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

② 控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は全額を発生時の費用としております。

４．その他
連結損益計算書の一部については「鉄道事業会計規則」(1987年２月20日 運輸省令第７号)に準拠し

て作成しております。

Ⅲ.収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度における、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

報告セグメント
合計

交通事業 流通事業 自動車
販売事業

不動産事
業

レジャー・
サービス事業 建設事業

顧客との契約から
生じる収益 15,407 48,453 84,613 9,979 12,130 4,700 175,285

利息収益 - - 940 - - - 940

その他の収益 - - 11,754 2,244 - - 13,999

外部顧客への売上高 15,407 48,453 97,308 12,224 12,130 4,700 190,225



２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「３．会計方針に関する事項（４）

重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益
の金額及び時期に関する情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

期首残高 期末残高 期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 41,324 31,331 31,331 22,407

契約資産 1,712 607 607 780

契約負債 3,745 4,158 4,158 3,874

契約資産は、主に建設事業において、一定の期間にわたり履行義務の充足に応じて収益を認識す
る工事請負契約について、期末日時点で工事が進捗しているが未請求の対価に対する権利でありま
す。工事が完了し対価に対する権利が無条件になった時点で、顧客との契約から生じた債権に振り
替えられます。
契約負債は、主に自動車販売事業において、販売契約の定めにより商品の引き渡しより前に顧客

から受け取った前受金や、不動産事業において、賃貸借契約の定めにより履行義務の充足より前に
顧客から受け取った前受金に関するものであります。これらの契約負債は、商品の引き渡しや履行
義務の充足に応じて収益を認識し取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は、2,234百万

円であります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契

約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足又は部分的に未充足の履
行義務は、当連結会計年度末において3,810百万円であります。当該履行義務は、主に建設事業にお
ける工事請負契約に関するものであり、期末日後１年以内に約 85％、残り約 15％がその後４年以
内に収益として認識されると見込んでおります。



Ⅳ.重要な会計上の見積りに関する注記
１．連結貸借対照表計上額

（１）棚卸資産 13,911百万円
（２）有形固定資産及び無形固定資産 97,656百万円
（３）繰延税金資産 3,241百万円

２．金額の算出に用いた主要な仮定等
当社グループでは、エネルギー価格や人件費の高騰により影響を受ける事業が多く、これらにより翌

連結会計年度以降の業績にも影響が見込まれますが、物価の上昇に合わせた販売価格への転嫁を行うこ
とで、長期的な利益の減少はないとの仮定の下、固定資産の減損における将来キャッシュ・フロー、繰
延税金資産の回収可能性における将来課税所得等の会計上の見積りを行っております。また、棚卸資産
と固定資産の減損における正味売却価額においては、不動産の売却市場における市場価値が重要な仮定
となります。
なお、これらの仮定は不確実性が高く、物価上昇に合わせた適切な価格転嫁が進まない場合や売却市

場の変動等が生じた場合には、将来において多額の損失が発生する可能性があります。

Ⅴ.連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産

担保に供している資産
現 金 及 び 預 金 26百万円
リース債権及びリース投資資産 2,082百万円
割 賦 未 収 金 13,962百万円
建 物 及 び 構 築 物 10,244百万円
機械装置及び運搬具 1,198百万円
土 地 4,028百万円
そ の 他 60百万円

計 31,602百万円
上記のほか、連結子会社の借入金の担保として未経過リース契約債権9,513百万円を差し入

れております。
担保に係る債務の金額

支払手形及び買掛金 27百万円
短 期 借 入 金 7,447百万円
長 期 借 入 金 16,314百万円
受 入 敷 金 保 証 金 743百万円

計 24,532百万円



２．有形固定資産の減価償却累計額 102,573百万円

３．手形遡求債務 21百万円

Ⅵ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 29,880,000 株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会 普通株式 209百万円 7.00円 2025年３月31日 2025年６月25日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 238百万円 8.00円 2026年３月31日 2026年６月25日

Ⅶ.金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資
金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、社内規程に沿ってリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価の把握を行っておりま

す。
借入金の使途は、運転資金及び設備資金であります。



２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。
「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」については、
現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を
省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額
（１） リース債権及びリース投資資産 2,197 2,451 253
（２） 割賦未収金 13,962 13,537 △424
（３） 投資有価証券

その他有価証券 11,319 11,319 -
（４） 長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
(38,332) (37,503) △828

（５） リース債務 (7,630) (11,830) 4,199
（６） 受入敷金保証金 (5,740) (4,312) △1,428

※ 負債の部に計上されている科目の金額は（ ）で示しております。
（注１）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,671百万円）は市場価格のない株式等であるため、「（３）

投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価



（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（３）投資有価証券
その他有価証券
株式 10,924 - - 10,924
その他 - 394 - 394
資産 計 10,924 394 - 11,319

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（１）リース債権及び
リース投資資産 - 2,451 - 2,451

（２）割賦未収金 - 13,537 - 13,537
資産 計 - 15,988 - 15,988

（４）長期借入金 - 37,503 - 37,503
（５）リース債務 - 11,830 - 11,830
（６）受入敷金保証金 - 4,312 - 4,312

負債 計 - 53,646 - 53,646
（注２）時価の算定に係るインプットの説明

（１）リース債権及びリース投資資産、並びに（２）割賦未収金
一定の期間ごとに分類した将来キャッシュ・フローを、国債利回り等適切な指標による利

率で割り引いた現在価値に信用リスクを加味し算定しており、その時価をレベル２の時価に
分類しております。

（３）投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。活発な市場における取引価格が存在しない投資信託
については、基準価格を時価とし、その時価をレベル２の時価に分類しております。

（４）長期借入金、並びに（５）リース債務
長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレベル２の時価
に分類しております。



（６）受入敷金保証金
一定の期間ごとに分類した将来の返済額を、直近の借入利率で割り引いて算定する方法に

よっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

Ⅷ.賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では賃貸用店舗、賃貸用オフィスビル等を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価
22,249 54,069

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した
金額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や指標を用いて調整した金額であります。

Ⅸ.１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,709円65銭
２．１株当たり当期純利益 153円75銭



Ⅹ.減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(単位:百万円)

用 途 場 所
減 損 損 失

種 類 金 額

交通事業用資産 焼津市
建物及び構築物 12

計 12

流通事業用資産 牧之原市他
建物及び構築物 68

その他有形固定資産 22
計 90

不動産事業用資産 焼津市
建物及び構築物 13

その他有形固定資産 8
計 21

レジャー・サービス
事業用資産 牧之原市

土地 9
建物及び構築物 42

計 51
合計 176

当社及び当社グループは、賃貸用不動産については賃貸物件単位、その他の事業資産については管理会計上
の区分によって資産のグルーピングを行っております。
事業用資産について、収益性の低下、使用可能期間の短縮および市場価値の下落により回収可能価額が低下

したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額は使用価値と、市場価額を反映していると考えられる公正な評価額を用いた正味売却価

額とのいずれか高い価額により測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを3.7％〜4.6％で割り引
いて算定しております。


